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５．健全で規律ある財政運営の実現 

 （１）健全財政の確保に向けた取組み 
   ① 直面する3か年の収支不足への対応 
   ② 健全財政に向けた中長期での取組み 
 
 （２）財務マネジメント機能の強化 



（１） 健全財政の確保に向けた取組み 
  ① 直面する3か年の収支不足への対応 
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○ 大阪府では、これまでから財政健全化団体や財政再生団体への転落を回避するため、事業見直しや
定数削減など、歳入・歳出全般にわたる改革に全力で取り組んできました。 

○ 一方で、財政状況に関する中長期試算（粗い試算）【H26.2版】においては、平成27年度から29年
度までの3年間に、200億円～730億円の要対応額が見込まれました。 

H27 H28 H29 

要対応額（粗い試算【H26.2版】より） 730 590 200 

○ この要対応額を改善するため、今後事業費に大きな増減が見込まれる事業（53事業）について、必
要な事業規模等を精査するとともに、府有財産の活用・売却や府税収入の確保など、さらなる歳入確保
策についても、検証を行いました。 

○ また、給与制度の総合的見直しにおいて、経過措置を設けない「給与水準の引き下げ」（即時実施）
を行いました。 

○ 併せて、平成27年度予算編成から、「事業重点化プロセス」を導入し、主要な事業について成果等の
検証を重視した点検を行うことにより、優先性及び施策効果の高い事業への重点化に努めました。 

単位：億円 



（１） 健全財政の確保に向けた取組み 
  ① 直面する3か年の収支不足への対応 
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H27 H28 H29 

歳入歳出に係る取組み ※1 

事業規模等の精査 23 55 81 

歳入確保 102 23 17 

  府有財産の活用と売却 
  （粗い試算【H26.2版】での見込み額上乗せ分） 

16 10 5 

  個人府民税の徴収向上策の推進 3 3 3 

  府税収入の確保 18 10 9 

  その他 65 

公債費の平準化 50 ▲50 

小       計 175 78 48 

制度改正に係る取組み 

給与制度の総合的見直し（即時実施分）※2 111 105 75 

合       計 286 183 123 

 ■ 取組額 

※１ 今後の歳入歳出改革の取組み等により変動する可能性があります。 
※２ H27.1時点の見込み。毎年度の府人事委員会勧告等により変動する可能性があります。 

  
単位：億円 



（１） 健全財政の確保に向けた取組み 
  ① 直面する3か年の収支不足への対応 
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○ 今後は一定の条件のもと、危機的な財政状況から脱却の見通しが見えつつあるとはいえ、特に直面する
２年間は、厳しい財政運営が予想されます。 

○ そのため、引き続き、事務事業の見直しをはじめ、歳出抑制、歳入確保全般について、これまでの改革
の視点と取組みを継承しつつ、『事業重点化プロセス』を活用し、徹底した精査・見直しに取り組むととも
に、さらなる歳入確保に努めること等により、要対応額の縮減を図ります。 

○ その上で、毎年の税収動向や、地方財政対策などを見極めながら、予算編成における取組み等を通じ
て的確に対応していきます。 

取組期間（H27～H29） 

要対応額への的確な対応 

✓ 主要な施策・事業について方向づけ 

✓ 部局による自律的な事業効果の「点検」 
 （→見直し、改善） 

✓ さらなる歳入歳出の取組検討 

短
期 

 ■ 今後の収支不足への対応 
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◇ 財政規律の確保 
○ 将来の世代に負担を先送りしないことを基本として、健全で規律ある財政運営を図るとともに、府民の受益と負
担の均衡を図ります。 

 
（収入の範囲内で予算を組む） 
○ 現在と将来の府民の負担の公平を図る観点から収入の範囲内で支出します。 
○ 安定財源の確保のため、「選択と集中」を通じた支出の見直しを行うとともに、府有財産の積極的な売却・貸付、
債権管理の強化対策等を着実に進めるなど、歳入確保に努めます。 

 
（財源の戦略的配分） 
○ 府民福祉を維持向上するためには、府政の喫緊の課題に的確に対応していく必要があります。しかしながら、府
財政を取り巻く環境は依然として厳しく、全体として歳出の抑制が引き続き必要です。 

○ このため、財政規律をしっかりと維持しながら、『事業重点化プロセス』を活用した「選択と集中」を通じて、限られ
た財源の重点化を図り、将来の大阪を見据えた府政を戦略的に推進していきます。 

 
（府債活用） 
○ 「将来世代に負担を先送りにしない」観点から、府債の活用にあたっては、その必要性を厳しく精査します。 
 
（財政リスクへの対応） 
○ 新規施策の実施に際しては、将来における府の負担が過重なものとならないよう、また、将来世代への負担の先
送りとならないよう、財政リスクの把握に努めます。 

○ 特に、損失補償及び債務保証については、原則禁止とし、その必要性や財政運営に与える影響等を検証し、
やむを得ない理由がある場合に限り設定することとしています。 

■ 予算編成等における取組み 

（１） 健全財政の確保に向けた取組み 
  ① 直面する3か年の収支不足への対応 
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◇ 計画性の確保 
○ 中長期の財政状況を踏まえ、毎年度予算審議や計画的な財政運営の参考のための試算を行います。 
（粗い試算） 

 
◇ 透明性の確保 
○ 予算編成過程における情報（段階ごとの要求書・査定書、知事ヒアリング資料など）について公表・公
開を行います。 

（１） 健全財政の確保に向けた取組み 
  ① 直面する3か年の収支不足への対応 
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◇ 給与制度の総合的見直しの実施（即時実施） 
 
 〇 大阪府では、平成27年度から給料表の改定（平均2.0％引下げ）を実施するに際し、
国（人事院勧告）と同様に3年間の経過措置を設けるべきとする府人事委員会の勧告と
異なり、直ちに給料水準の引下げを実施することで、歳出を削減します。 

 
 

■ 制度改正に係る取組み 

【参考】 
○ 給与制度の総合的見直し 
 民間賃金水準の低い12県を一つのグループとした場合の官民較差と全国の較差との率の差（2.18ポイント
（平成24年～26年の平均値））を踏まえ、俸給表水準を平均2％引き下げ など  
 
○ 経過措置 
 給与制度の総合的見直しの実施から3年間（平成30年3月31日まで）、激変を緩和するため国（人事   
 院勧告）と同様に経過措置（現給保障）を設ける  など 
 
（大阪府人事委員会「職員の給与等に関する報告及び勧告」（平成26年10月）より） 

（１） 健全財政の確保に向けた取組み 
  ① 直面する3か年の収支不足への対応 

単位：億円 

年度 ２７ ２８ ２９ 

給与制度の総合的見直し（即時実施分）※ １１１ １０５ ７５ 

※ H27.1時点の見込み。毎年度の府人事委員会勧告等により変動する可能性があります。 
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○ 財政状況に関する中長期試算（粗い試算）【H26.2版】においては、府税収入が国の経済成長の見
込みどおりに推移・確保でき、かつ、歳出規模も現行水準から大きく変動しないといった前提のもと、府の財
政収支は中長期的には改善傾向を示しています。  

○ しかしながら、今後、社会経済情勢の急激な変化のみならず、税財源の配分をはじめとした国・地方を通
じた制度改革によって、府の収支にも大きな影響が及ぶ可能性があります。また、バブル後に大量発行した
府債の最終償還（平成34～44年度に合計6,800億円程度一般財源が必要）が到来するなど一定の
要対応額が見込まれており、中長期的な健全財政の確保に向け、さらなる取組みを進めていく必要があり
ます。 

○ また、今後、急激な人口減少、超高齢社会の到来等により、社会保障経費が増大する傾向にあります。 
 
 
 
 
○ このため、引き続き、財政運営基本条例の着実な運用を図るとともに、これまでの改革を継承・発展させ
ながら、歳入・歳出全般の改革に取り組みます。 

○ あわせて、財務マネジメント機能の強化を図りつつ、今後、10年以内に減債基金の復元完了をめざすとと
もに、府債の適切な管理を着実に進め、健全で規律ある財政運営の実現をめざします。 

（１） 健全財政の確保に向けた取組み 
  ② 健全財政に向けた中長期での取組み 
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減債基金積立不足額の計画的解消 

 ✓ 10年以内に解消（～H36）→起債許可団体からの脱却 

府債の適切な管理 

✓ 発行にあたっては、引き続き必要性を厳格に精査 

✓ 臨財債償還における新ルール（H25～）の着実な運用 

中
長
期 

財政調整基金の確保 

歳入（財源）の確保 

（１） 健全財政の確保に向けた取組み 
  ② 健全財政に向けた中長期での取組み 

将来世代に負担を先送りしない財政運営 

■ 具体的な取組み 
○ 毎年度策定する「財政状況に関する中長期試算（粗い試算）」を踏まえ、以下の観点から健全財
政の確保に向けた取組みを進めます。 

 
◇ 減債基金積立基金不足額の計画的解消 
○ 平成27年度以降も、減債基金の積立不足額の解消に向け、確実に積み立てることにより、10年以
内の解消を目指します。（ただし、税収の急激な落ち込み等不測の事態が生じた場合は、柔軟に対
応します） 

   ・ 減債基金積立不足額（平成27年度末見込み） 2,502億円 
 



◇ 府債の適切な管理 
○ 将来世代に負担を先送りしないため、引き続き、必要性を厳格に精査し、府債の適切な管理を行い
ます。 

 
◇ 将来世代に負担を先送りしない財政運営 
○ 財政運営基本条例に掲げる基本理念を踏まえ、将来世代に負担を先送りしないよう、健全で規律
ある財政運営を行います。 

 
◇ 歳入（財源）の確保 
○ 民間協働や資産活用など、「稼ぐ視点」も踏まえた歳入確保策を展開していきます。 
○ また、使用料・手数料についても、適正な受益者負担の観点から、情勢の変化等を踏まえながら、
料金水準の妥当性について検討を行います。 

○  課税自主権の活用を行う場合は、「受益と負担」や「税収の使途」を踏まえ、検討を行います。 
 
◇ 財政調整基金の確保 
○ 財政リスクへの対応については、財政運営基本条例に基づく目標額（平成36年度末までに1,450
億円）の達成に向け、着実に財政調整基金を確保します。 

   ・ 財政調整基金残高（平成27年度末見込み）  833億円（※） 
 

   ※ 平成27年3月18日時点（大阪府議会 平成27年2月定例会の審議等を踏まえて修正） 
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（１） 健全財政の確保に向けた取組み 
  ② 健全財政に向けた中長期での取組み 



（２） 財務マネジメント機能の強化 
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■ 財務マネジメント 
○ 資金の調達や運用などを総合的に管理することにより、財務の効率性を高めていきます。 
 
◇ 起債マネジメント 
○ 中長期的な視点からリスクをコントロールしつつ、利払い額の低減をめざします。 
○ 市場環境の変化や投資家のニーズに機動的に対応するため、超長期債（30年債や15年債など）を
中心に、さらなる年限の多様化や定時償還債などの調達方法について検討を進めます。 

○ また、平成13年度以前に新規発行した府債について、将来の償還時の負担を軽減するため、借換抑
制の実施や買入消却の活用など、様々な方法を検討、実施します。 

◇ 資金マネジメント 
○ 短期運用、長期運用のルールに基づき、運用ポートフォリオを構築します。引き続き安全かつ安定的な
資金の運用を図れるよう、適切な運用ポートフォリオの管理に努めます。 

○ 減債基金などの効率的運用（短期・長期運用の組合せ、預金と債券の同時運用など）を行い、府の
歳入確保に寄与します。 

◇ リスクマネジメント 
○ 「起債マネジメント」「資金マネジメント」のそれぞれの取組みにおいて、リスクに対する対応を図ります。 
 
◇ 戦略的IRの実施 
○ さらなる財務マネジメントの向上を図るためには、IR（投資家に対する広報活動）の強化が不可欠で
す。そのため、トップマネジメントによるIRの実施や、IRの効果検証を図るPDCAサイクルの導入など、戦
略的なIRを展開していきます。 


